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目的：G7加盟国を中心に、各国の国際養子縁組に関するハーグ条約の批准状況と国内法など法・制度の実態を把握し、

わが国の国際養子縁組制度のあり方について検討する。

対象及び方法：社会福祉法人日本国際社会事業団（ISSJ）の協力を得て、国際社会事業団（1SS）支部（19力国）を対

象に、電子メール及び郵送法により質問紙調査を行った。また、カナダについては州の実態を把握するために、同様の

調査を実施した。

結果：9力国（アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、カナダ、オランダ、スイス、イスラエル）のISS

支部とカナダ2州から回答があった。その結果、アメリカを除く8力国がハーグ条約を批准し、それにともなう国内法

の改正や諸制度をハーグ条約に準じて整備していた。とくにわが国の課題の一つである縁組斡旋団体の認可、監督に関

する法律や、縁組斡旋に携わるソーシャルワーカーの雇用についても規定を持つ国があった。縁組の最終決定者は、わ

が国と同様に裁判官力桁う国はドイツ、イギリス、オランダで、その他主務大臣や州知事、政府委員会などさまざまで

あった。不法な縁組斡旋を行った団体への罰則規定は7力国から回答があり、資格の剥奪、懲戒、財政的な制裁などで

あった。未批准国であるアメリカは、国際養子縁組法が合衆国法として成立し、2007年を目途に批准する予定である。

考察：国際養子縁組に関するハーグ条約の批准は国際的趨勢であり、2007年にアメリカが批准すればG7加盟国中日本

だけが未批准国になる。特に、わが国での縁組申請条件として子どもの権禾擁護の立場から、児童相談所による縁組調

書と意見書を家庭裁判所に提出することを要件とすべきである。また、縁組認定に当たって権限ある当局と認可を受け

た団体による証明が必要となるので、縁組斡旋団体の認可制と斡旋料を含む、縁組に関するガイドラインの検討が必要

である。

キーワード：国際養子縁組、ハーグ条約、子どもの権利擁護
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1．はじめに

　山積する子ども家庭福祉政策課題の中にあって、近年、国際

養子縁組に関する問題が注目されつつある。しかし、本テーマ

に対して福祉的立場から提言を行ったものは限られており、議

論のためのデータも十分に蓄積されていない。このため、国際

的な観点から国際養子繍組制度のあり方について政策提言を行

うことを最終目標とする研究チームを立ち上げた。

　本研究は2005年度から2ヵ年計画とし、初年度は、①文献及

びインターネットを通して国際養子縁組に関する課題整理を行

うとともに、②養子の受入国である開発先進国に対して質問紙

調査を行い、さらに2006年度は、養子の送り国である開発途上

国の実態と課題を把握し、政策提言を行っていくための基礎デ

ータを集積することを目的として研究を進めた。

n。研究の背景

1国際的動向

　国際的には、国際養子縁組が活発化したのは、第二次世界大

戦後である。国内で適当な養親が見っからない戦災孤児が、交

通機関等の発達によって、国境を越えて養子縁組をされるケー

スが多くなったためだが、その一方で、法制度が整わないまま

の国際養子縁組は子どもの利益を損なうという指摘がなされる

ようになった。1957年に国際養子縁組の12原則が欧州専門家会

議で採択されたことを皮切りに、国際的な検討が重ねられるよ

うになり、1965年にはハーグ1）国際私法「養子縁組の裁判管轄

権、準拠法及ひ映定の承認に関する条約」が制定された。また、

1960年代後半からのr南から北へ」の国際養子縁組の増大に伴

って現れた人身売買等の諸問題を受けて、1986年には「国内及

び国際間養子縁組並びに里親委託に特1こ関係のある子の保護と

福祉にっいての社会的及び法律的諸原則に関する国連宣言」が

出され、1989年には国際養子縁組に関する規定を含む、「児童の

権利に関する条約」が制定された2）。そして、1965年以降のこ

うした動向を踏まえ、1993年に「国際養子縁組に関する子の保

護及び協力に関する条約（C㎝ve面㎝㎝Pm舳onofC1皿dむenand

C聯oninre騨tofh蜘㎝alAdqpU㎝．以下、「ハーグ条

絢と略）が制定され、国際養子縁組に関する国際協力の手続

きが規定されるようになっている。

2国内での動向
　わが国においても、外国人が当事者となる養子縁組は以前よ

り存在し、社会福祉法人目本国際社会事業団伽㎞㎝alS㏄楓

Ser“ces　Japan以下、「ISSJ」と略）のような国際的団体がサー

ビスを提供してきた助。たびたび、新聞報道等によって、その実

態が公にされてきたものの㊥、大きな社会的・政治的運動となっ

て現れたことはない。

　また、研究動向に関してみれば、国際私法研究において国際

養子縁組を取り上げたものが多く見られるものの”）、社会福祉

研究においては、湯沢ら（2001）1叩1）が国際養子縁組の現状と

課題を学際的にまとめている程度で、必ずしもメジャーなイシ

ューとはなっていない。

　しかし、現在、インターネットを通じて国際養子縁組に関す

る状況を垣間見るだけでも、社会福祉的観点からの援助がなさ

れているかどうかはまったく触れられていない、行政書士個人

による斡旋手続きの紹介が見受けられるなど12）、その斡旋機関

ないし個人の現況は十分に明らかになっていない。子どもの福

祉に十分な配慮がなされていない養子縁組の多様な実態につい

ては、依然として断続的にマスコミで取り上げられておりB）、

そうしたマスコミ報道を受けて、162回通常国会の厚生労働委員

会において国際養子縁組についての質疑が交わされるなど鞠、

福祉的立場から提言を行っていく必要性はますます現実味を増

してきているように思える。

皿．研究対象および方法

ISSJの協力を得て、国際社会事業団（本部ジュネーブ、以下、

ISSと略）加盟国支部（19ヵ国・19ヵ所）に電子メールを使用

して調査票を送信した。調査期間は、2005年12月中の3週間と

したが、回収状況が芳しくなかったため、臼本を除く先進国蔵

相会議（G7）加盟各国に所在する支部に対しては2月中にあ

らためて調査票を再送信し、3月には郵送にて回答請求を行っ

た。また、ISSカナダ支部より、各州政府に問い合わせた方がよ

い旨の連絡を得たので、2月中にカナダ各州・準州に郵送と電

子メールで回答を要請した。

　調査内容は、我が国において、とくに国際間養子縁組

（in晦・co曲yadq凶㎝）で課題1こなっていることを整理しながら、

その課題についての法制度的対応を探るべく、次のとおり設定

した。①ハーグ条約への批准状況、②国内法整備状況、③国際

間養子縁組についての管理・運営、④国際間養子縁組の手続き、

⑤養親及び養子候補者の調査内容、⑥養子縁組後のフォローア

ップ、⑦養子縁組斡旋機関にっいての法的規制、などである。

　なお、調査文橡国（機関）名が公表される旨をあらかじめ調

査票に明記をして、調査を実施した。

四．結果

1。回収率
　19力国中9力国から回答があった（回収率47．4％）。回答のあ

った国は表1に示したようにG7加入国6力国とその他の国が

3ヶ国であった。

　なお、カナダからはISS支部のほか、ケベック州とアルバータ

州から回答があった。

2．各国ISS支部と政府との関係

　ハーグ条約は、国際協力のための中央当局及ぴ認可された団

体について規定している（第3章　第6条～13条）。各国ISS支

部の役割と縁組斡旋の有無ならびに中央当局との関係について

たずねた。

　アメリカ、イギリス、スイスの各支部は、国内法（市民法な

ど）に基づくN20脳GOで、オランダが財団（a　fbundぬ㎝）で

あった。

　イタリア支部は、中央当局との協定のもと、国際養子縁組に
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関するプログラムを実施していた。プログラムの一っには、政

府の国際養子縁組を決定する委員会の要請で、代理機関では動

けない稀なケース（例えば、パートナーの一人がその国から来

たカップルや、イタリア人のカップルがそこに居住している場

合など）に限って縁組を行っていた。

　ドイツ支部は、国際養子縁組の公認団体ではなく、一般的な

情報を提供している団体であった。

　フランス、支部は、SSAE（S《煽ceSociald！AideauxEmig㎜㎏）と

呼ばれ、養子縁組の代理機関ではなかった、

　フランスは、SSAEの所属機関にOAA（養子縁組のために認

可された組織）という機関があり、その機関は、海外事業省と

国際養子縁組の中央当局（ACADによって、権限を劃壬された認

可組織である。2006年1月から、ACA【により権限が委任され

た養子縁組代理機関が設置されているが、相手国と関わる業務

については行っていないと回答してきた。

各国のISS支部で権限ある当局から認可を受け、実際に斡旋業

務を行っているのはスイス、オランダ、イスラエルのほか、G

6ではイギリスのみであった（表1）。

　ちなみに、各国の国際養子縁組を所管する行政省庁と部局名

をたずねた結果、司法省関係が3力国（ドイツ、スイス、オラ

ンダ、）のほか、国務省（アメリカ）、首相府（イタリア）、海外

事業省（フランス）、教育・技能省（イギリス）、福祉省（イス

ラエル）、保健・社会サービス省（カナタ）15）などさまざまであ

った。

表屡　各国ISS支部と政府との関係

国名 政府の認定 斡旋の有無

アメリカ 市民法によるM℃熈GO ×

イギリス 国内法によるNPO脳GO O
イタリア その他 △

カナダ その地 ×

ドイツ その他 ×

フランス その他 ×

スイス 市民法によるNPO眉GO 0
オランダ 鯛 ○

イスラエル その他 O
3，養子縁組団体の認可・監督する法律

上記2に関連して、縁組斡旋団体を認可・監督する国内法に

ついてたずねた結果、フランスを除く8力国が国際養子縁組団

体の認可・監督する法律があった（カナダは州法）。

　イギリスは、1983年に「養子縁組の代理機関1こ関する規定」

を設け、イタリアは1998年のr法律476号」で、オランダは、

「Lawadm細onof癒reignchildren｛bradqption」の中で規定されて

いた。また、イスラエルは法務省と福祉省から認可（Lice隈）

を得ていた。フランスは、民問の代理機関はなく、rOAAは自

治権のある組織であるが、法的義務は形式的である」と記載が

あった。

4．ソーシャルワーカー雇用の有無

　ハーグ条約は、認可を受けた団体の理事及び職員は「倫理的

基準により、かつ、訓練又は経験により国際養子縁組分野で活

動するための資格が認められた者」（第11条b．）と規定し、認

可を受けた斡旋団体の職員の専門性を重視している。このため

斡旋に携わる職員、すなわちソーシャルワーカーの雇用を定め

た規定の有無についてたずねた。

　その結果、カナダ、フランス、スイスを除く6力国が槻定

あり」の回答であった。

　カナダのISS支部は斡旋業務を行っておらず、「州・準州政府

の責任」と回答があった。その結果、アルバータ州では規定が

「ある」が、ケベック州は「ない」との回答であった。

　スイスは、ソーシャルワーカーは条件としていないが、「養子

縁組に関する経験があること」「子どもを守る専門的な技術があ

ること」「評判が良いこと」などを雇用条件としてあげていた。

フランスは無回答であった。

5．ハーグ条約批准の有無

　9力国すべてがハーグ条約をr批准している」と回答があった。

しかし、アメリカ国務省のホームページには2007年批准予定

伽Pプ㎞ve1，甑鎗gov／㎞1y／諭P栖Qn／繭c副麟ces」2858灘tml）

と掲載されており、また、ハーグ国際私法会議事務局が2005年

7月に加盟国政府を対象に行った調査結果16）でも、同様の回答

であったので、実際の批准国は8力国となる。

6．国際養子縁組に関する国内法の有無

各国とも、国際養子縁組に関する国内法を整備していた。

1）イギリス

　イギリスの国際養子縁組制度は、3つの法律と8つの規定に

よって細かく整備され．ていた（表2）

表2イギリスの養子縁組に関する国内法

・TheAdopti㎝（Deslg膿藤o簸ofOve爲easAdoption）（｝ded973

σ抽desl9鰍d臨）

1973年養子縁組（海外の養子縁組関する規定〉に関する命令書槻定

リスト）

・TheAdop面nAα1976　　1976年・養子縁組に関する法律

・Ad曜on（㎞㎝吻Aspeds）　Aαヱ999

　1999年養子縁組（国際間の養子縁組に関する）法律

・The　Adop面簸（B血凄ng　C撞dren触o　the　Uh潅ed　Khgdom）Re劇a歴ons2003

2003年養子縁組（イギリスに連れてこられた子どもに関する〉規定

・The　h1欝・cG㎝喰yAdqp継on（Hagμe　Conve顧㎝）　R¢gロ㎞ons2003

　2003年国際養子縁組（ハーグ条約）に関する法律

・The　Reg㎞o鰍ofFo画gnAdo画ons　Reg戯ons2003

2003年海外の養子縁組登録に関する規定

・Adq麺onand㎝dAα2GO2（2005年12月30目施行）

2002年養子縁組と子ど亀）に関する法律

・TheAdopdonsw翻＆Fα・ei即E1㎝［㎝tReg幽丘o囎2005

2005年外国の諸条件力》寸随する養子縁組関する規定

・TheAdoP罎o簸sAgendesRe幽i㎝s2005

　2005年養子縁組の代理機関に関する規定

・TheRe面c振onon出ePr（卿o鍛ofAd咽㎝R叩α謹s　Re即漉㎝s2005

2005年養子縁組報告の準備に関する制約規定

・Thesu幽ofAdop絃Regωa罎㎝s2005

2005年養子縁組者の適合性に関する規定
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2）イタリア

　イタリアは、ハーグ国際養子条約が採択されたのを機に、1983

年3月に公布された未成年の養子縁組と斡旋について定めた

「法律184」（未成年者の養子縁組および養育委託の規定）恥を、

ハーグ条約にそった法律として1998年12月に改正した。また、

2001年3月にr法律149」を、民法第1巻8章の序文を含む、

養子縁組と未成年者の譲渡（取引）が規定される規則に改正し

ていた。

3）ドイツ

　ドイツは、国内でのすべてに国際養子縁組の根拠法であるこ

とを明記した「Ado凶onConven丘onIh回㎝en励㎝S励te3（ハー

グ条約の施行に関する法律）があった。さらに同条約の第27条

玉項（養子出身国の法律との関係）18）と第3章（養子縁組の斡

旋）に関する法律があった（表3）。すなわち、ハーグ条約第27

条1項に応じた法律はlAc重on伽Ef眺oftheAdopd㎝A㏄㎝面㎎

⑳Fo面gn　Law」（海外の法律による養子縁組の効果に関する法

律）によって規定され、相手国がハーグ条約を締結している国

であるか否かに関係なく、全ての国際養子縁組に有効であると

回答があった。

　rAdq画㎝P㎞㎝tAct」（養子縁組の斡旋に関する法律）は、

ハーグ条約「第3章　中央当局及び認可された団体」に応じた

法律である。代理機関が、正式に公認されるために満たさなけ

ればならない必要要件が規定されており、相手国が条約締結国

であるか否かに関係なく、すべての国際養子縁組に有効である

としていた。

表3ドイツの養子縁組に関する国内法

・266条1大人や障害者の養子縁組

・267条a：効力

・268条a：手続き

・268条b：養子縁組の秘密性

・268条c：子どものルーツー実親の身元についての情報

・269条a二養子縁組の取り消し

・269条C　l公認の団体

・AdqpむonC㎝v㎝証on㎞pl㎝eほ励㎝S膿

　（ハーグ条約の施行に関する法律〉

・Ado凶onC㎝v㎝五㎝㎞p1㎝eほ励㎝S緻ute

　（養子縁組の条約の実施に関する付属文書）

・Acton血eE舳ctsof血eAd叩donAccordi㎎な｝Fo饗eignLaw

C海外の法律による養子縁組の効果に関する法律）

・Adq凶㎝PlaCGm㎝tAct（養子縁組の斡旋に関する法律）

4）フランス

　フランスは1998年にハーグ条約を批准し、国際養子縁組に関

してはf市民法」によって規定されていると回答があった。市

民法は、2002年1月から2004年6月までの5っの法律によると

回答があった。

5〉スイス

　スイスも「市民法」で規定されていた。ハーグ条約の批准と

ともに市民法の第264条から第269条cまでが改正され，

その内容は表4のとおりであった。

表4スイスの国際養子縁組に関する国内法

市民法：（第264条～第269条c）

・264条：一般的な規定

・264条b＝独身者による養子縁組

・265条：年齢の規定と子どもの同意（認識）

・265条a・tトc：実親の同意

・265条d：養子縁組の決定

6）アメリカ

前述のように、アメリカはハーグ条約に署名しただけで批

准をしていない。しかし、ハーグ条約を施行するための法律であ

る国際養子縁組に関する法律」（IAA）が2000年に議会を通過

しており、2007年の批准を控えて移行期にあるといえる。

現在のアメリカ養子縁組制度は、州法によって統制され州によ

っても異なっていると回答があった。但し、国際養子縁組は次

の免除を除き、16歳未満の子どもに対して合衆国法αAA）に

より認められていると回答があった。

免除規定とは、同じ両親により養子にされた子どもの実のき

ょうだいは18歳未満なら養子にしてよいというもので、16歳を

超えた孤児たちの場合は、16歳の誕生日前に提出された葡00

申告書があれば養子として認定される（あるいは、同じ両親に

より養子にされた子どもの実のきょうだいが孤児の場合は18歳

誕生日前であればよい）。

　アメリカの国際養子縁組は、実の両親が死亡あるいは養子縁

組に同意していなければならない。特に子どもたちは、親のう

ち1人ないしは2人とも死亡しているか、または親から見捨て

られてしまっている子どもたちであることが条件である。両親

が生存している場合は、養子とすることと、あらゆる親権を放

棄することに合意が必要である。

海外のアメリカ市民によって養子となる子どもは、ビザと市

民権の最終通知に関しての書類（アメリカヘ帰国する数週間以

内に作成される）とともに、入国時に自動的にアメリカ市民権

を得ることができると回答があった。

7）カナダ

　カナダは、「国内でも国際的な養子縁組でも、州・準州の責任

の下に規定され、各州・準州では、行政組織と同様に、養子縁

組に関して独自の法律や政策がある」と回答があった。

　ケベック州は、市民法とハーグ条約を改良した養子縁組に関

する規定の他、養子縁組に関してさまざまな法律や条文を改正

したと回答があった。

　国際養子縁組システムについて規定した国内法の有無にっい

ての回答では、国際養子縁組団体が非営利目的であることを証

明するための必要な条件に関する規定（法律）及び非営利団体

が関与しないで行う国際養子縁組に関する特別な規定（私的な

養子縁組Pdv識蜘磁㎝瀧親自身で養子縁組のための手続きを

行う）があると回答があった。

　アルバータ州は「ハーグ条約に従って行勇と回答があった

が、国際養子縁組システムにっいて規定した国内法の有無にっ

いての回答では、ハーグ条約に対応したTheA1㎞Ch楓Yb曲

andFam丑yE血mcem㎝tAdandRegula廿㎝s（アルバータ青少年と

家族に関する法律）と規則があると回答があった。
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8）オランダ、イスラエル

オランダは制定しているj、イスラエルは、rシステムに関

して子どもの入国が記述されている規定がある」とのみ回答が

あった。

7．国際養子縁組1の最終決定者

国際養子縁組の最終決定者について、7つの選択肢を設けて

複数回答でたずねた。その結果、①「主務大臣」がイスラエル

とカナダ、②r政府が設置した委員会」がイタリア、フランス、

③「法律によって権限を委任された公的機関の長」がドイツ、

スイス、④「法律によって権限を委任された私的機関の長」が

イスラエル、⑤職判所の裁判官」がイギリス、オランダ、ド

イツであった。

また、アメリカはrその他」の回答であったが、その説明は、

「養子縁組は民間養子縁組団依弁護士Gegal　oomse1）あるい

は国際的養子縁組団体を通してアレンジされる。国際養子縁組

が外国の法廷により認められており、州政府へ提出したすべて

の書類とともに、その子どもがアメリカ市民となる資格を有し

ていること。すべての養子縁組は養親が居住する州の法律によ

り完了されなければならない」とあった（表5）。

表5国際養子縁組の最終決定者

きがルールに則ってきちんとなされているかどうかの審査のみ

と回答があった。

　フランスは、ハーグ条約を批准している国との縁組に関して

は、入国者（子ども）が正当に認められることを、判決によっ

て申し渡される。また、ハーグ条約を批准していない国とは、

単純養子縁組のような状態が続く場合、子どもの出身国で判断

された養子縁組を完全な養子縁組に変更するために養親の要求

に応じて、養親が居住する地区の法廷に申し立てを行うとあっ

た。

残り2力国は、決定に不服がある場合（スイス）、縁組の登録

（イスラエノのなどに裁判所が関与するとの回答があった。

9．国際養子縁組1の主な申請者

養子縁組の申請者は、ハーグ条約にrある締約国に常居所を

有する者」（第4章　第14条）とあるように、基本的には、縁

組希望者が申請すると回答した国が多かったが、具体的には権

限を委託された代理機関や弁護士、代理人などの回答があった

（表6）。

表6養子縁組の主な申講者

り完了されなければならない」とあった（表5）。

表5　国際養子縁組の最終決定者

国名 申請者

アメリカ
①養親希望者、②権限を委任された代理機関、

③養親希望者が依頼した弁護士、④弁護士以外の代理人国名 最終決定者

アメリカ その他 イギリス ①申請者、②権限を委任された代理機関

イギリス 裁判所の裁判官 イタリア その他

イタリア 政府が設置した委員会 カナダ その他

カナダ 主務大臣 ドイツ その他

ドイツ
裁判所の裁判官

法律によって権限を委任された公的機関の長

フランス ①申請者、②権限を委任された代理機関

スイス 申請者

フランス 政府が設置した委員会 オランダ 申請者

スイス 法律によって権限を委任された公的機関の長 イスラエル 権限を委任された代理機関

オランダ 裁判所の裁判官 その他の内容では、カナダでは州・準州の養子縁組当局か、

そこで認可された代理機関が申請する。

イタリアは、少年裁判所から国際養子縁組が妥当であるとの
イスラエル

主務大臣

法律によって権限を委任された私的機関の長

8．裁判所の役割

上記に関連して裁判所の役割についてたずね瓦その結果、

縁組の審判がイギリス（家族裁判所）、オランダの他、カナダ・

アルバータ州（Co倣ofQ鴨’s舳ch）・ケベック州（ケベック

裁判所少年審判室）が、養親、養子の調査がイタリア（少年裁

判所）などで、他の5力国はゼその他」の回答であった。

その中でアメリカは、「国際養子縁組は養子縁組を願う個人

（あるいは夫婦）と、その国の法令の下に開かれる法廷との間

の私的な法律上の案件であり、合衆国当局は養親となる可能性

のある人たちのために、養子縁組の行われる国の法廷を介在す

ることはない」と説明があった。

同じくドイツは、①裁判所は国際養子縁組の法的効果につい

て審査を行う。②裁判所の権限は、養子縁組の効果を審査する

ことに制限され，る。③裁判官は、ハーグ条約に規定された手続

きのノレールに従って、国際養子縁組の決定がなされたかどうか、

再審査することに制限される（鰍裁判所が実親の同意を求め

る）。④裁半嬉は、養子縁組の決定の際に根拠となった事実につ

いて調査をすることができない、などで裁判所の関与は、手続

その他の内容では、カナダでは州・準州の養子縁組当局か、

そこで認可された代理機関が申請する。

イタリアは、少年裁判所から国際養子縁組が妥当であるとの

宣言が出された後、養親希望者は権威のある代理機関に海外で

の手続きをしてもらうよう申し込む。子どもと養親希望者が子

どもの母国で縁組した後、代理機関は子どもの入国査証を取得

するために国際養子縁組のための委員会に申し込む。

　ドイツは、養子縁組の申請者は、青少牢福祉事務所（lheLand

Yb曲Wd伽eO翫e）所属の地元を管轄する中央養子縁糸賠隔（the

1㏄a皿yoomp戯ce面田ゆ凶㎝o翫e）に連絡をする。地元の青少

年福祉事務所の養子縁組に関するサービス部門（青少年福祉事

務所によりハーグ条約の下、国際養子縁組を取り決める権限の

ある機関）、または国際養子縁組を専門に行う非政府組織の代理

機関と相談をする。問題なく進んだ場合、申請者は、縁組を行

いたい国（相手国）を決定し、地元の青少年福祉事務所の養子

縁組に関するサービス部門、または養子縁組の代理機関によっ

て養親としての適性が評価され，る。そして同様にドイツで縁組

が可能かどうか判断される。適性に関する報告と補足する書類

は、当該国の権限ある機関（相手国の政府機関か、公認された

民聞機関）に送付・提出される。相手国の機関が調査をし、縁

組を支持した場合、申請者の申込について審議を行い、そして

75



日本子ども家庭総合研究所紀要　第42集

特定の子どもに関する養子縁組申し込みを、養子縁組をとり行

っているドイツの機関に提出する。もし、申請者がある子ども

に関して同意を表明した場合、相手国（子どもの母国）の権限

ある当局は、その国の法律に従って養子縁組の手続きを完壁に

行うか、または試し期間として養子縁組希望者に子どもの養育

委託の決定をすることもある。ドイツヘの入国を正式に認めた

書類が、子どもが入国する前にドイツの外交代表によって相手

国に発行される。子どもが事実上、ドイツ国内に永続的に居住

するためには、相手国の当局による同意が必要である。一度同

意が得られれば、通常は査証のような入国に必要な書類をドイ

ツの外交代表が発行ずる。

10．子の受入国と母国との関係

　ハーグ条約批准国の場合は、子どもの出身国の国内法の条件

に基づくと回答した国は、ドイツを除く8力国であった。

　ハーグ条約未批准国の場合は、2国間協定に基づく国は、ア

メリカ、カナダ、イタリア、フランス、オランダの5力国であ

った。

　条約未批准国のうち相手国の主務大臣または州・県知事の許

可書類を得ることが条件になっている国は、イギリス、カナダ、

イタリア、フランスの4力風また、孤児施設長などの監護者

の同意を条件としている国が2力国（アメリカ、フランス）、実

親の同意を条件とする国はアメリカとイスラエルの2力国であ

った。

　その結果、アメリカ、フランスが4項目の申請条件、カナダ

とイタリアが3項目の申請条件であったが、1項目だけのスイ

スは、「実親の同意と相手国が要求する必要な条件」、イギリス

では、湘手国が未批准の場合、養子縁組の命令書がイギリスで

認められないため、国内でもう一度縁組する必要がある」との

回答であった。

11．養子の人数制限と年齢制限

　国際養子縁組の養子の人数制限を法的に規制をしているのは

イギリス、イスラエル（基本は1人、双子・きょうだいは2人）

だけで、障害α）有無に関わらず年齢で制限していた。

　養子となる子どもの年齢制限は、表7のとおり各国一律では

なかった。最小はアメリカの0歳から、最高はカナダの22歳ま

でであった。

　ドイツは、r相手国の制限による」となっており、相手国に委

ねていた。フランス、イスラエルは回答がなかった。

表7子どもの年齢制限

蓋2．子どもの同意

　アメリカ、オランダを除く7力国から回答があった。子ども

の同意を得る年齢を定めている国は、イスラエル（10歳以上）、

イタリア（12歳以上）、フランス（13才以上）の3力国で、他

は「子どもに識別能力があること」（イギリス、スイス）や「ハ

ーグ条約に基づく子どもの出身国の法律による」（カナダ、ドイ

ツ）となってい瓦なお、ハーグ条約では子どもが18歳に達す

前に合意が得られることとなっている（第3条）。

B．養親希望者の条件と申請時に必要な証明書等

　ハーグ条約第15条は、縁組申請者の資格要件を定めて報告

書の作成と子どもの出身国の中央当局への送付を求めている。

　回答は、アメリカ、ドイツを除く7力国からあった。各国

とも養親希望者への家庭調査（アセスメント）など、ハーグ条

約または国内法に依拠していた（表8）。

　また、申請時に必要な証明書類等で数の多いのは、アメリカ

の10種類、次いでスイス、イスラエルが9種類（指紋を除く）

の書類が必要と回答があった。表中にないカナダは、アルバー

タ州が8種類、ケベック州が9種類（相手国による）の回答が

あった（表9）。なお、フランスのrその他」の回答のなかには、

「警察記録の抜粋、アグレマン（養子縁組を行うために必要な

承認）、経済状況を正当に判断できるもの3という記載があった。

表8　国別の国際養子縁組の条件

った。

　その結果、アメリカ、フランスが4項目の申請条件、カナダ

とイタリアが3項目の申請条件であったが、1項目だけのスイ

スは、「実親の同意と相手国が要求する必要な条件」、イギリス

では、湘手国が未批准の場合、養子縁組の命令書がイギリスで

認められないため、国内でもう一度縁組する必要がある」との

回答であった。

11．養子の人数制限と年齢制限

　国際養子縁組の養子の人数制限を法的に規制をしているのは

イギリス、イスラエル（基本は1人、双子・きょうだいは2人）

だけで、障害α）有無に関わらず年齢で制限していた。

　養子となる子どもの年齢制限は、表7のとおり各国一律では

なかった。最小はアメリカの0歳から、最高はカナダの22歳ま

でであった。

　ドイツは、r相手国の制限による」となっており、相手国に委

ねていた。フランス、イスラエルは回答がなかった。

表7子どもの年齢制限

国名 要件
イギリス ・養親希望者の家庭調査（アセスメント）

・申講書の取り扱い（国際養子縁組のケースワ

カナダ ・州・準州の法律に規定

イタリア

法律149号第6条

・原則として婚姻期間3年以上捌居の事実ぬ

・養親希望者の適性（愛情、養育能力、扶養創

・原則として子どもとの年齢差（18歳以上45

フランス

・養親は、県議会の長によって養親として適

された者（社会と家族に関する法律に必要

いる）

スイス

・子どもに識別能力があること（年齢制限な

・国内法同様の全ハーグ条約の規定・願嘩

・子どもや養親希望者に関する全条件

・養親希望者に関する明確なアセスメント

・海外で明白な法律上の承認がない場合、1年1

どもの養育を行う

・子どもの同意

オランダ

・一緒に住む人が独身者や結婚している人は1

始可能

・養親希望者は、裁判所の登録時、41歳以下

・養親希望者は健康検査を受けること

・養子希望者は、自身の法的記録の検査を許｝

・子どもに関係する費用に対して保証人とな

・養親希望者は、準備会議に出席すること

・養親希望者の家庭調査：㎝dP燃面onS創v

・裁判所による認定証の発行

国名 年齢制限

アメリカ 0～16歳未満、但し、州により0歳～18歳まで

イギリス 18歳以下

カナダ 22歳以下（移臨法）

イタリア

年齢差18才以上45歳以下。

18歳で成人に達している場合を除いて制限なし制限は養親

希望者の年齢

スイス
生後6週間～18歳未満。

養親との年齢差が16歳以上

イスラエ1レ ・良好な健康状態

・扶養能力があること

・犯罪歴がないこと

・子どもと養親の年齢差が48歳以内であるこ

オランダ 6歳未満。養親との年齢差48歳以内

ドイツ 相手国法律に定められた年齢制限に準ずる
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表9　申請時に必腰な証明密等

　　　国名
証明書類

ア
メ
リ
カ

イ
ギ
リ
ス

イ
タ
リ
ア

フ
ラ
ン
ス

ス
イ
ス

オ
ラ
ン
ダ

イス

ラエ

ル

①婚姻証明 ○ ○ ○ ○ O O
②住民登録 ○ O O O O
③所得証明 ○ O O O
④離婚証明 ○ ○ O O O
⑤児童の母国O 0 O ○

⑥指紋 O
⑦健康診断書 O ○ O ○ O O O
⑧パスポート O ○ O O
⑨犯罪歴・虐待歴が

ないことの証明書
O O O ○ 0 ○

⑩移篤法に関する証明 ○ O 0 O
⑪その地 O
14．入国時に必要な書類

　ドイツを除く8力国から回答があったが、その内容はさまざ

まであった。

　ほぼ共通している書類は、子どもの出生証明書（5力国）、養

子縁組証明書または命令書・決定書（4力国）、子どものパスポ

ート（5力国）、査証（3力国）などであった。その他、健康診

断書、子どもの写真（アメリカ）、養親のパスポート、実親の同

意書または関係機関からの放棄の証明書、子どもが7才以上の

場合のインタビュー報告書、養親の定住証明書など（以上、イ

ギリス）、査証と居住許可書（スイス）などであった。出生証明、

パスポート、養子縁組または後見人からの命令書などは査証発

行に必要な書類でもあった。

15．縁組斡旋料の徴収の有無

　ハーグ条約は、縁組活動か不当な財政的利得を得てはならな

いと規定されている（第32条）が、利益を得ることは、9力国

すべてが許可されていなかった。但し、アメリカからの回答の

なかに、「1ケースにっき＄0～＄40，000を養子縁組代理機関に

支払うこともあ嶺との回答があった（合衆国政府は、養子縁

組斡旋団体・個人に対して資金援助をしているとの記載がった）。

　関連してISS姑陀して養親から受取る費用にっいてたずね

た結果、スイス、イスラエルは、申請費用と調査費（スイスは

旅費を含むが、イスラエルは含まない）、寄付金を徴収していた。

　イタリアは中央当局から依頼された希なケースを行う場合の

直接的な費用とトレーニング費用を徴収していた。

　フランスのSSAEは、養子縁組の代理機関ではないため費用

徴収はしていなかった。しかし、SSAEの所属機関であるOAA

（養子縁組のために認可された団体で、権限を委任され、認可

された団体⇒は、「養親希望者には、費用の請求額を事前に公表

し、その団体に対する費用、海外との仲介者、通訳者に対する

費用をと徴収している」と回答があった。費用の事前公表は、r養

子縁組後、補助金によって孤児院が儲ける可能性があるため」

と注意書きが添えられていた。

玉6、縁組成立後の子どもの国籍

　養子の国籍を養親と同じ国籍にする国は、カナダ、オランダ

を除く7力国であった。但し、アメリカ、イスラエル、フラン

スは両方の国籍取得が可能であった。

　カナダは、特別な法律がないため養子に市民権が適用され、

オランダは、養親がオランダ国籍を持っていれば養子もオラン

ダ国籍となるが、オランダ国内法では外国籍を喪失することに

関しての規定がないと回答があった。

17、縁組成立後の養親の義務

　4力国から回答があった。イタリアは、子どもの状況を少年

裁判所へ報告する。フランスとイスラエルは、書面による定期

的な報告とソーシャルワーカーによる訪問がある。スイスでは、

カウンセリングプログラムヘの参加（強制ではない）などであ

った。

18．養親に対する補助制度

　アメリカ、イタリア、フランスが補助制度「あり」と回答が

あった。

　アメリカは、養子縁組に要した経費はすべての縁組に対して

支払われ、また、補助金、貸付金、雇用主手当、税金の支払猶

予、助成金など、表10のような優遇措置があった。

　フランスは「充実した養子縁組手当がある」と回答し、他に

実親と同様の経済的援助を受けられる（イタリアも同様）。

　イタリアは国際養子縁組のために負担した費用の減免制度が

あった。

　表10アメリカの養親に対する補助・優遇制度

補助・優遇制度 内　　容

taxcred鮭 養子縁組の費用を支払うのに役立つ。その金額は

税金の支払猶予 一家の総収入とその他の養子縁組給付金次第で、税

理士に適正、な額の決定をチェックしてもらう。

Fed㎝hax　cred誌 養子縁組を予定している両親は醐ウェブサイト

＆taxeXC豆usio簸 の養子縁組による税法について情報を得ることがで

国税の猶予と免 きる。両親はIRSの養子縁組税金支払ナンバーと968

除 出版（税金猶予と税金免除についての〉を探すべき

である。

甑tetaxαed趣 いくつかの州では、公的福祉システムから養子縁

州税の支払猶予 組した家族に対しての州税について定めている。里

親委託を得ての縁組に限定しているところもある。

subsldiesand 各州は子どもたちの特別な事情を独自に定義して

re㎞搬sem㎝［誌 いるが、だいたい年長者である、障害がある、マイ

｛br　chldr㎝l　w鼓h ノリティーに属している、きょうだいと一緒に育て

spec量alnee由 られるべきである、などが含まれている。これらの

助成金と特別な 子どもの養育を容易にするため、州政府は子どもへ

事情に伴う経費 の補助金と同様に養子縁組の費用として経費を支払

の支払
7
つ
。

re㎞bu将㎝e賊f耐 公的な子どもの福祉施設から、特別な事情のある

ad咽onco鵬 子どもと養子縁組の成立した家族は、彼らが支払っ

養子縁組費用の た養子縁組にかかる費用、例えば家庭調査の費用、

償還 子どもに会いに行く費用、弁護士費用等を含んだ額

を請求できる。合衆国法に基づきほとんどの州は金

額綱限がある（＄2，0GO．を超えることはない〉。
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Subsidies 合衆国と州政府は肉体的、精神的、感情面におい 表12 縁組が成立した上位3力国

助成金 て特別なケアーが必要な子どもたちを育てる養親に 国名 1位 2位 3位

対し℃助成金（あるいは縁組補助）が支払われる）。加 アメリカ 中国 1コシア グァテマラ

えて、ある子どもたちには、SSIあるいは医療が適用 ウクライナ ほシア コロンビア

される。
イタリア

2，761人 2，079人 1，240人

Emp董oyerb㎝e恥 多くの労働者は養子縁組をした家族に雇用主から フランス ハイチ 中国 ロシア

雇用主手当 の手当てを受ける。子どもが家に来たとき給与の支
カナダ 中国 ハイチ ロシア

払があろうとあるまいと助成金その他の援助を受け
獄シア ウクライナ 灘ロンビア

ていても可能（会社の人事部が可能な手当について ドイツ＊

149人 56人 47人
の情報を提供できる〉。

オランダ 中国 コロンビア エチオピア

adOP昼on1㎜smd 養親は養子縁組にかかった費用のいくらかを相殺
8GO人 104人 72人

鱗
養子縁組貸付金

するために借入金や補助金を受けることは構わな

い。その計画はそれにふさわしい縁組のタイプによ
イスラエル ロシア ウクライナ ベラルーシ

と補助金 るか、経済的事清またはその他の特別な優先される
＊ハーグ囲際私法会議ホームページより。アメリカは2004年1直、ドイツは

事屠があるとき。
2004年度値

19．養子に対するフ才隣一

　縁組成立後、養子に対するフォローにたずねた結果、権限を

委託された機関による定期的な訪問をしていると回答した国は

6力国であった。

　アメリカは、「州のソーシャルワーカーよるレポート」、イタ

リアがr家族の同意を得て定期的に訪問」、フランス、スイス、

カナダが湘手国と同意した機関の心理士、ソーシャルワーカ

ーによる訪問」、イスラエルがヂ半年に2回の訪問」などであっ

た。

　当事者グループヘの参加はアメリカ（契約があれば）、イタリ

ア（開設者は認可された団体であること）、スイスでいずれも自

主的参加で義務とはなっていなかった。

　また、ルーツ探しのための旅費支給の有無では、アメリカが

「事前に契約があれば支給3という回答であった。

20．国際養子縁組件数と養子の出身国

　ハーグ条約批准年月以降の取り扱レ聯数をたずねたが、一律

ではなかった。回答のあった6力国の件数は表Hのとおりであ

った。フランスは批准した年月も早いためか29，176人であった。

また、養子の出身国は中国、旧ソ連圏、中南米などであった（表

12）。

　なお、スイスは、2002年の主要出身国として、アジアでは、イ

ンド、タイ、ベトナム、カンボジア。中南米では、コロンビア、

グァテマラ、ブラジル、ハイチ。東ヨ・一ロッパでは、ロシア、ウ

クライナ、ルーマニアをあげていた。

表11国際養子縁組延人数

表12縁組が成立した上位3力国

＊ハーグ囲際私法会議ホームページより。アメリカは2004年随、ドイツは

2004年度値

21．日本人の国際養子

　日本からアメリカヘ縁組した日本人養子は、2001年の数字と

して41人の回答を得た。しかし、他の国からは「わからない」

rわからないが、多分いない3の回答であった。

22．正規の手続きによらない養子の入国の有無

　5力国から回答があった。その理由として考えられることは、

「性の搾取の対象・人身取引戸母国の状況が生活困難・労働者」

（アメリカ、イギリス）、規定葛満たしていない子どもの誤認申

請（イタリアとオランダ）の事例をあげていた。

23．縁組の情報管理場所と管理機関

　国際養子縁組記録の管理は、中央政府が管理している国は、

アメリカ（市民登録時）、イギリス、イタリア、スイス、イスラ

エルの5力国、州政府・地方政府が管理している国は、アメリ

カ、カナダ、スイスの3力国、縁組代理機関がアメリカ（内部

資料として）、イタリア、スイス（養子のルーツ管理）などであ

った。またオランダは、‘hce艦holdどと呼ばれる政府から認定

された民間団体が管理していた。

　フランスは、個人の出自に関する情報へのアクセスに関する

国家的な会議機関（CNAOP）で管理していた。

　情報管理が法律によって規定されている国は5力国で、保存

期間は20年以上から無期限までと、比較的長期の保存を定めて

いた（表13）。

表紹縁組審類の保存期間
ー　ノ　／　　　／、　　　ノ！「　　、　　　1／O　爪　　　　　　ノ　　　、『感、　　　　　　、　ノ

クライナ、ルーマニアをあげていた。

表11国際養子縁組延人数

国名 法的期問 ISS支部期間

アメリカ 無期限 数年保存後、文書局で無期限保存

国名 批准年月 延べ人数 イギリス 75年以内 76年以内

イタリア 2000年1月 13，338＊ フランス 100年 ｝

フランス 1998年6月
　　　　　　　　　　職
29，176 オランダ 20年以上 99年以上

スイス 2002年9月 500（但し、批1鶴 イスラエル 永久的 一

イスラエル 玉999年2月 生7GO イタリア 規定なし 80年以上

ドイツ＊＊ 2001年11月
　　　　　　　㎜506（2000年度〉 カナダ

ケベック州

アルバータ州

99年以上

100年以上

一アメリカ 未批准 1λ000～韮8，000（年間）

＊2000年11月16日～2005年12，月31日＊2000年11月16日～2005年12，月31日

＊＊ハーグ国際私法会議ホームページより
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24．不法な縁組を行った団体への罰則規定

　フランスを除く7力国に罰則規定があった。罰則の内容は、

理由や州によりライセンスの剥奪あるいは停止（アメリカ、ス

イス、イタリア）、懲戒、財政的な制裁（スイス）、ケースによ

って5，000から25，000ユーロの罰金（ドイツ）、カナダは「州、

準州の責任で罰則規定がある」と回答があった。

V．考察

　本研究は、ハーグ「国際的養子縁組に関する保護及び協力に

関する条約」批准国における国際養子縁組制度の実態を把握し

て基礎的なエビデンスを収集するとともに、国内での国際養子

縁組制度のあり方にっいて提言を行うことである。その背景に

は、臼本人養子の縁組斡旋から出国までのプロセスと、出国者

数を含めてその実態が不明瞭であるという、国内事情があるた

めである。

　以下、ハーグ条約と今回の調査から明らかになった各国の実

態から、わが国が今後選択すべき課題について検討することと

する。

1、ハーグ条約批准の国際趨勢

　子どもの権利擁護の立場から定められた、ハーグ条約は、国

際私法として1995年5月の発効からすでに10年を経過してい

る。

　本調査に回答のあった批准国は、ハーグ条約発効以降国際養

子縁組に関する国内法を整備しており、国際養子縁組の単独法

を持っイギリス、ドイツ、カナダ（アルバータ州）、そして市民

法などの既存の法制度を改正したフランス、イタリアなどの対

応を概観すると、血縁を重視する日本と比べると縁組実績を見

る限り歴史、文化、宗教、児童観など基本的な相違があるよう

に思われる。

　一方、日本と同じ未批准国であったアメリカは、合衆国法と

して国際養子縁組法αAA）を整備するなど、2007年批准に向

けて準備が進められており、2007年にはG7加盟国中、目本の

みが未批准国となる可能性が高いといえる。

2、斡旋団体の法的位置づけと不当な利得の規制

　アメリカが批准することにより、アメリカでの縁組手続きは

ハーグ条約の規定に沿って行われるので、少なくとも権限のあ

る当局または中央当局から認可を受けた団体による書類審査を

経ることになる。これにより州ごとに異なる複雑な斡旋団体及

び個人のエージェントによる斡旋は、一定の基準化が計られる

ことになる。すなわち、権限ある中央当局から認可を受けてい

なV個人、団体による縁組申請及び報告書は、ハーグ条約批准

によって中央当局または認可を受けた団体にしかできない（第

22条第5項）ため、一定の規制がかかることになる。

　また、同条約の32条では、私的斡旋行為による高額な寄付金

や不合理な報酬を禁じおり、違法な斡旋を含むいわゆる「購

の部分を制限している。今後、アメリカ国内での養子縁組手続

きは、書類上一定の歯止めがかかることになる。

3．斡旋団体の専門性の問題

　上記に関連して同条約では、認可を得ることができる団体は、

委任された任務を適切に遂行する能力があり（第10条）、非営

利目的のみを追求し、倫理基準により、訓練または経験により

国際養子縁組分野で活動するための資格を認められた者が理事

または職員であること（第11条）と規定されている。

　今回の調査では、ソーシャルワーカーの雇用を定めた規定の

有無についてたずねた結果、イギリス、ドイツ、イタリアなど

6力国が雇用義務に関する「規定あり」と回答があり、専門的

な教育を受けた有資格が携わっていた。

　国際養子縁組は、相手国の法・制度や民族、宗教、文化を尊

重しながら、子どもの権利擁護に立った専門的な調査が必要に

なる。とりわけ、各国とも養子となる子どもからの「同意」を

得る年齢を定めており、訓練を受けたソーシャルワーカーや心

理士などの有資格者の雇用を認可の必須要件とすべきであろう。

　わが国でこれらの要件を満たしているのは、社会福祉法人目

本国際社会事業団（ISSJ）と社団法人家庭養護促進協会等が該当

する程度である。両団体等のように、行政機関や第三者機関に

よる指導・監督を得ることにより、事業の透明性と専門性を明

確にした団体を認可する必要がある。このことは、ハーグ条約

の批准以前の問題でもある。

4．児童相談所の位置づけ

　ハーグ条約前文には、「各国が、第一義的には子がその出身家

庭の保護の下にとどまることができるための適切な手段をとる

べき」として、国内での養育を前提にしおり、国際養子縁組は

やむを得ない場合の措置といえるものである。それ故に子ども

の最善の利益が優先されなければならない。しかし、わが国の

国際養子縁組は、子どもの最善の利益よりもr親の都合」でさ

れることが多く、児童の権利に関する条約にも反するといえる。

　このように子どもの最善の利益と権不擁護の立場から、縁組

申請要件の中に児童相談所長の経由を明記することが考えられ

る。わが国の現行国内法では、家庭裁判所への申請が中心であ

り、制度的には児童相談所を経由する義務はない（厳密には、

児童福祉法第25条により、要保護児童の通告義務があるものの、

国際養子縁組に関しては機能していない）。

　しかし、児童相談所は要保護児童の援助と措置権を持っ子ど

もの藩1擁護の実践機関である。医師、児童福祉司、児童心理

司などの専門職が配置され、子どもや実親と養親の調査など、

事前に必要な情報を把握することが可能である。とりわけ、実

親子の身分関係が断絶する糊ll養子縁組の審判には、児童相談

所による養親と子どもとのマッチングを含む、子どもに関する

調書と意見書を提出することを要件とするガイドラインが必要

であろう。

5．家庭的養護の促進

　前述のようにハーグ条約では、子どもの最善の利益を保障す

るために国内での子どもの家庭での養育を第一義に掲げている。

わが国要保護児童の殆どは施設養護によって処遇され、子ども

の最善の利益が保障されているとはいいにくい。その一方で、

家庭的養育である里親制度は、委託里子数は伸び悩み、里親の

高齢化、被虐待児の増加にともなう養育困難事例など、課題も

多い。そして、こうした制度的課題を背景にアンダーグラウン
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ドな国際養子縁組が行われているとの現場の声も聞く。

実親による養育が困難と判断された場合は、国内での特別養

子縁組か、里親による家庭的養育の選択が、まず優先されるべ

きであり、それがハーグ条約の主旨に合致する本来の姿でもあ

る。子どもの知る権利や将来の自立を保障するためにも、国内

における子どもの権秘呆障を優先すべきである。

6．出入国管理上の対応

現在の法制度では、例え乳児であってもパスポートと査証が

発給されていれば国外へ出国できる。例え、人種が異なってい

たとしても合法的であるので阻止することはできない。

仮に質悶するとしても、実親または監護者の同意書があればそ

れ以上のことはできないであろう。しかし、養子となって国外

へ出国する子どもにとっては、養子受入国での移民手続きや国

籍の問題が国、州によって異なり、自分のルーツ探しや、当該

国での養子縁組破綻などが起きた場合の保障が将来不透明のま

まである。また、これと同時に、わが国との間で国際養子縁組

力桁われることの多いアメリカとの関係においては、咄身国の

権限ある当局により次の措置がなされた場合でなければこれを

してはならない」との規定（第4条）がハーグ条約にあること

により、具体的には縁組可能であることの認定等の手続きにつ

いて、我が国の権限ある当局が関与していることが、アメリカ

のハーグ条約批准に伴い求められることとなるものと思われる。

不当な国際養子縁組を予防するために、このような国際協力が

求められることを認識しておく必要があり、この意味でも、法

務省、外務省との具体的な協議が望まれる。

7．今後の課題

　いわゆる先進諸国においては、押しなべて、ハーグ条約とい

う共通ルールの姐上において、国際養子縁組における子どもの

利益保障のための仕組みを導入していることは本年度調査から

も明らかになった。

　しかし、さらに詳細なデータを得るためには、アメリカの州

レベルの実態を把握する必要がある。特にアメリカは日本から

の養子縁組は少なくないので、州政府および縁組斡旋団体を対

象にした聴き取り調査が有効であると、思われる。

　一方、養子の母国（ほとんどが開発途上国）の実態も把握す

る必要がある。受け入れ国の多くは、ハーグ条約未批准国の場

合は2国間協定を締結し、ハーグ条約に基づいて書類作成を行

っているとの回答であったが、養子を送る側の国の実態は明ら

かではない。

※調査票作成を始め、調査プロセス全般にわたってご助言いただいた大森

邦子様（社会福祉法人国際仕会事業団β本支部事務局長）、ご回答いただい

た国際社会事業団各支部及びカナダ2州の担当官の方には、この場を借りて

厚く鋤L申し上げます。
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